
一 般 質 問

平成 31 年第 1 回定例会（3 月 5 日）

質 問 者 内 容 答弁を求める

１．農振農用地除外について 町長
竹内きみ代 農村振興課長

（１）人口増を目指す面からも必要な施策と考えるが町長
の見解を伺う。

（２）農振農用地を宅地にして家を建てる場合の手続きの
内容や所要期間について問う。

２．男女共同参画について 町長
総務課長

（１）これまで男女共同参画への意識づくりにどう取り組
んだか。

（２）女性職員管理職の登用状況及び各審議会や委員会等
における女性の割合についての現状は。

（３）男女共同参画の今後の進展について。

３．本町の子育て支援について 町長
福祉課長

（１）子育て世代包括支援センターの取組みについて。

（２）スマホ母子手帳京都府の「ちゃいるす」の活用を。

（３）祖父母手帳の導入を。

１．国民健康保険税の引き下げを 町長
岡本 正意

（１）全国知事会は、１兆円規模の国の財政支援の強化、
均等割の廃止等を政府に提言し、高すぎる国保税の引
き下げを求めている。町としても同様の立場から積極
的に要求を。

（２）府への移管時の試算では引き下げ可能だったはずで
あり、直ちに引き下げを。

（３）町独自に均等割軽減の検討を。子育て支援の観点か
ら、せめて１８才以下の均等割の廃止、軽減を。

２．新規就農者への支援について 町長
農村振興課長

（１）新規就農者や希望者への相談、支援体制や情報提供
は十分できているか。

（２）農地や機械、関連施設、住居などを斡旋紹介するし
くみの現状と課題は。

（３）府の「担い手養成実践農場整備支援事業」の受け入
れ、実施の考えは。



３．「総合保健福祉施設」の整備に向けた人材養成、 町長
確保について

（１）施設の構想や計画にふさわしい人材確保が不可欠で
あり、特に医師をはじめとする専門職の養成、確保の
方向性は。

（２）人材養成のための修学資金制度を真剣に検討、実施
を。

４．自衛隊への若者の個人情報の提供は中止、撤回を 町長

（１）紙媒体での名簿提供は、いつから行い、これまで何
人分提供したか。

（２）自衛隊への個人情報提供は、あくまで依頼であり町
の判断で拒否できるもの。多数の自治体が閲覧のみで
対応している中、名簿まで提供している理由は何か。

（３）名簿提供に法令上の根拠はなく、個人情報保護やプ
ライバシー権を侵害する行為との指摘があるが、どう
考えているか。

（４）仮に名簿提供を継続するなら、個人情報の利用停止
請求権の行使を保障する措置を最低でもとるべき。


